















































































































































は、破産財団に属しない（信託法第 25 条第 1項）等信託には、倒産隔離機能がある。 こ
のため、配分機関は、補助金、委託費の場合に比べより安心して、小資力の法人に対して
資金提供を行うことができる。また、小資力の法人への信託について、限定責任信託（受
託者が当該信託のすべての信託財産責任負担債務について信託財産に属する財産のみを
もってその履行の責任を負う信託）を活用すれば、信託財産責任負担債務について受託者
の固有財産で履行する責任を負わなくなるため、小資力の法人も安心して受託できる。
５．昨今の競争的資金制度の改善に照らした考察
昨今の競争的資金制度の改善や基金の導入により、研究費の使いやすさには、かなりの改善
が見られる。繰越の適用実績が増え、費目間流用の事前承認の規制も緩和され、研究費の交付
決定が早期化している。また、運営費交付金を財源とする委託費には、経費の一部の繰越をあら
かじめ認めているものがある。
基金補助金を用いて形成された基金については、４．（１）で提案しているような扱いが可能に
なるよう2010年3月に文部科学大臣決定が行われた。併せて収益の納付についても決定がされ
ており、ここで提案した信託に近いものとなっている。さらに効果を上げるためには、４.（３）に
示したように執行しなかった研究費を、配分機関の同意を得て、最終年度の翌年度に使用で
きるようにすることが望ましい。
なお、基金補助金は、補正予算でよく見られる措置であり、当初予算では、科学技術以外の分
野（健康被害の救済）において、法律に根拠を有する特定目的の交付金が基金のための予算措
置として用いられている例がある。基金の仕組みをより多くの競争的資金制度において活用する
場合に交付金の活用を検討すべきであろう。
基金を用いた補助金になく信託のみが有する特質としては、①外部資金に係る経理を研究実
施機関の法人としての決算に合算しないでもよい、②倒産隔離機能を有することなどである。決
算のための作業、手続で 3月末日まで研究費の自由な執行を認めることが困難な大学等が多い
場合には、①は 3 月末日まで切れ目なく研究費を執行できることに有効であると考える。また、信
託の場合、独立行政法人を介さない国から直接研究実施機関に資金提供する場合にも４．（１）
に示した複数年度使用が可能である。
今後、さらなる使いやすさの向上を図る場合にも民間の活用を前提とした信託は、補助金等に
比べ、ルールを柔軟に定めやすく、将来にわたり、競争的資金制度のルールの統一化等を図り
やすいと考える。
６．様々な科学技術振興施策における信託の活用の可能性
信託は、会計年度にとらわれず、ニーズに応じた柔軟な制度設計が可能であり、競争的資金
以外の施策に活用した場合も施策の効果や予算の効率性を高めると考える。また、受益債権を
適切に設定することで、従来、国費による資金提供ができなかった、あるいは積極的には行われ
5ていなかった以下のような施策への資金提供を検討する余地が開ける。なお、これらについては、
いずれも政策的な必要性、効果、優先度、関係者のニーズを踏まえた具体的な施策の在り方、
関係諸法令を踏まえた詳細な制度設計についてさらに慎重な検討を要するものであることは言う
までもない。
①配分機関が民間企業を介して大学に公的資金を提供する民間主導の産学連携プロジェ
クト
従来、研究実施機関間の再委託は、控えられてきた。信託の方法を用い、民間企業に信託し
た公的資金を民間企業が大学に委託又は再信託することで、民間企業が実用化を見据えつつ、
主導して研究開発を進めることができるようになる。
②事業の初期段階や研究成果の実用化ための研究開発を対象とした大学版社内ベンチャ
ー制度
信託法の改正で可能になった自己信託は、社内ベンチャーへの活用が期待されているもので
ある。自己信託と限定責任信託を組み合わせることにより、法人本体へのリスクを遮断した形で新
規事業を試行できる。第三者も資金提供し、受益権を持つことが想定されている。
大学及び研究開発を実施する独立行政法人が法人内ベンチャーを置くことを認める。これに
より、ベンチャーの初期段階において、民間資金のほか、受益債権の配分割合を民間資金より
低めに設定した公的資金も用いて、実用化のための研究開発やビジネスプランのブラッシュアッ
プを行うことができる。
会社組織設立のコストや時間を省け、研究者や職員の兼業・利益相反の問題が起きなくなると
いった効果もある。ビジネスの見通しが得られた段階で、独立したベンチャー企業を創設する。
③海外居住の研究者や海外の研究実施機関への日本の公的研究費の提供
日本の会計年度を気にせず、資金計画の変更の際の事前承認を求めないことにより、海外の
研究実施機関にも使いやすい研究費を提供できる。例えば、知的財産権収入からの納付割合を
高めに設定する、日本の研究機関における無償使用、日本企業における最優遇条件での実施
許諾等を受益権として設定して、海外に資金提供する。
海外の研究実施機関に所属する日本人研究者の研究費や日本人研究者が主導する国際共
同研究に参加する海外の研究実施機関に対して日本の研究機関を介して資金提供することなど
が考えられる。
④企業から大学への寄付金を信託化
企業から大学への寄付金としての資金提供を信託の方法に替えることにより、研究成果
を企業が優先的に活用できることを受益権として明文化できる。企業と大学の研究者が早
い段階から具体的な協力を進めやすくなる。また、共同研究・委託研究と同様の性格を有
するため、共同研究・委託研究に適用される税額控除の適用についても検討する。
⑤公的資金を信託することにより、目利き人材の組織がビジネスプラン実現のために企業
や大学に提供できる資金を提供
コーディネーター（又はプロデューサー）、目利き人材等のビジネスプランの実現を図
るには、彼らがプランの実現に必要な研究開発のための資金を大学又は企業に対して提供
できるようにすることが大きな効果を発揮すると考える。一方、このようなビジネスプラ
ンは、期間を定めた公募・審査や年度を単位とした執行には適さない面がある。ビジネス
プランナーを会員とする一般社団法人を形成し、この法人に公的資金を信託する。この法
人が会員の提案に基づき、機動的に大学や企業に資金提供することでビジネスプランの実
現を促進する。ビジネスプランが実現したときの事業収入の一部の納付を受ける受益権を
設定する。
⑥独立行政法人及び大学への公的資金提供の多様化のツール
信託は、運営費交付金や施設整備補助金とは異なる形で公的資金を提供する資金の多様化
を検討する際のツールとして有効である。
⑦公的資金プロジェクトへの民間資金導入のツール
信託は、知的財産権収入がある程度期待できるようなプロジェクトや施策パッケージについて
6民間資金導入を検討する際のツールとして有効である。②の大学版社内ベンチャーは、そのひ
とつである。
⑧機関を移動する研究者の退職金の通算のツール
研究者流動化促進のため、研究実施機関間で退職金の通算を図る場合、できるだけ多くの研
究実施機関を委託者とし、移動する研究者を受益者とする信託を活用することが考えられる。参
加機関は、研究者の在籍期間中の退職金積立てのための資金を信託し、受託者（金融機関等）
が運用する。
